
花巻市農業振興対策本部（岩手県花巻市）

１ 産地の概要

対象品目：小麦

【産地の現状・課題】

３ 新たな営農技術体系への転換

花巻市は水田面積約12,700haを有する県内有数の水田地帯であり、小麦の作付面積

は東北の市町村でもトップクラス（1,061ha/204経営体）となっている。また、農地中間管理

機構の活用が全国でもトップクラスであることから、担い手への農地集積も進んでおり、

市内に85ある農業法人が大半の農地を耕作し、地域営農を牽引している。しかし、近年

は担い手の高齢化や後継者不足に伴う個人経営の担い手のリタイアの増加により耕作

面積100haを超える農業法人が増加している。

今後も個人経営の担い手のリタイアが増え、より多くの農地が地域の農業法人等に集

積されると見込まれることから、少ない人員で今よりも多くの面積を耕作し、圃場条件によ

らず一定の収量・品質を確保するための少人数・軽労化作業体系の構築が緊急の課題

となっている。

＜新たな営農技術体系の今後の取組内容＞

＜目指す産地像＞
市が独自にRTK-GNSS基地局の設置や先端技術の実証等を行ってきた岩手県花巻市

において、少ない人員で現状よりも多くの面積を耕作し、収益性の向上が図られるよう、
自動操舵システム、ロボット草刈機等の高性能機器や人工衛星によるデータ解析を活
用した少人数・軽労化作業体系の確立を目指す。

・自動操舵システム、ロボット草刈機、収量コンバイン
等の高性能機器の導入

取組主体 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

花巻市・岩手県
(中部農業改良普及センター)

JA

機械メーカー

対象地域：岩手県花巻市

７月 ８月 ９月 10月 翌４月 翌５月

７月 ８月 ９月 10月 翌４月 翌５月

現在の
営農技
術体系

新たな
営農技
術体系

耕起・基肥・整地・播種

草刈り 追肥・防除

収穫

収量
コンバイン

ロボット
草刈機

人工衛星データによる生育状況等診断

検証技術の普及啓発活動の継続

実演会の実施
新たな実証試験の検討、実施

最新技術の情報提供

自動操舵システム
耕起・基肥・整地・播種

ドローン
防除

自動操舵
追肥

２ 検討体制

ロボット草刈機による
草刈り作業

花巻市 総合調整、検証技術普及のための実演会等の開催

岩手県（花巻農林振興センター） 地域内の中心的な担い手や関係機関等への情報提供

岩手県（中部農業改良普及センター） 技術の検証及び検証結果の分析

機械メーカー スマート農業技術、機械、関連技術情報の提供

生産者 検証の実施

人工衛星による
生育状況測定

＜新たな営農技術体系の目標値＞

小麦単収 255kg/10a ⇒ 300kg/10a（18％向上）
※R３年度の検証で作成した生育状況マップを利用した雑草・病害虫対策やロボット草刈機による
効率的な草刈り作業等により農作業が効率化・軽労化されるため、適期に作業が可能。

１



雄勝園芸ＩＣＴ協議会（秋田県羽後町）

１ 産地の概要

＜対象品目＞ トルコギキョウ

＜雄勝園芸ＩＣＴ協議会 構成と役割＞

・生産者 （ 検証ほの設置、技術の検証）

・ＪＡうご （ 技術指導、検証運営の管理）

・雄勝地域振興局農林部農業振興普及課（ 検証ほ等調査、技術指導）

２ 検討体制

＜産地の現状・課題＞

３ 新たな営農技術体系への転換

・ 羽後町は、県内有数のトルコギキョウ産地で、首都圏を中心に６～
１１月まで継続的な出荷が行われている。

・ トルコギキョウの安定生産には、生育ステージに応じたきめ細かな
土壌水分と施肥管理が求められる。特に、大規模団地においては
多大な管理労力がかかっている。

＜新たな営農技術体系の今後の取組内容＞

＜目指す産地像＞

ＩＣＴ技術の導入による精密的な生産環境の把握と自動化により、植物
に適した養水分供給が可能となり、再現性の高い生産と管理労力の削
減を目指す。

＜新たな営農技術体系の効果（検証結果）＞

潅水労力の削減 現状 33.9時間/10a → 検証後 12.8時間/10a

取組主体 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

生産者組織

JAうご

普及組織

技術の検証、検証した技術を生産部会で共有

技術指導、検証運営の管理、生産物の販売促進

＜対象地域＞ 羽後町

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月

現在の
営農技
術体系

環境モニタリング
（みどりクラウド）

栽培の様子

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月

新たな
営農技
術体系

経験に基づく潅水・施肥管理

採花

採花

モニタリングに基づく潅水・施肥管理（自動制御）

・環境モニタリング機材の導入
・自動潅水装置の導入

約６２％↓

研修会の開催、検証結果の分析、技術の普及推進

(JAうご花卉園芸部会)

２



あきた先進技術推進協議会（秋田県秋田市）

１ 産地の概要

＜対象品目＞ えだまめ

＜あきた先進技術推進協議会構成員と役割＞

生産者（役割：技術の検証）
ＪＡ秋田なまはげ（役割：技術指導、協議会の運営管理）
秋田市（役割：生産振興支援）
秋田地域振興局農林部（役割：生育調査、検証結果の分析）

２ 検討体制

＜産地の現状・課題＞

３ 新たな営農技術体系への転換

・秋田市のえだまめは52経営体73haで作付けされている。令和２年度
実績では、出荷量136t、販売額94,035千円（直売含む）となっている。
現在、市場向けは、ほぼ100％ＪＡ共選施設より出荷されており、品質
の向上や均等化を図っている。
・ＪＡ共選施設による調製で、出荷先での品質は確保されているが、生
産者間では製品率に差が生じてきているため、生産現場での適切な栽
培管理が課題となっている。また、各種補助事業の活用により、機械
化が進み、作付面積の大規模化が進んできたが、その分、ほ場の管
理作業が遅れがちとなり、品質や単収の低下につながっている。

＜新たな営農技術体系の今後の取組内容＞

＜目指す産地像＞

ＪＡ共選による製品の品質確保を行いながら、栽培技術では自動
操舵や新型コンバイン等、機械化による規模拡大と排水対策の徹底、
土づくり技術の向上、生産者間の技術格差解消を図り、農家自身の
意識向上と産地全体の技術の底上げによる品質や単収の向上が着
実に進んでいくことが目指すべき産地像である。

①自動操舵システムの導入
②新型コンバインの導入

取組主体 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

生産者

ＪＡ秋田なまはげ

秋田市

普及組織

検証したスマート技術を周辺生産者に横展開

技術指導、検証運営の管理、産地の生産性向上

＜対象地域＞ 秋田市

4月 5月 6月 7月 8月 9月

４月 ５月 ６月 ７月 8月 9月

現在の
営農技
術体系

新たな
営農技
術体系

各種研修会の開催、技術指導、スマート技術情報提供自動操舵システム実演会

ハーベスタによる収穫

新型コンバインによる収穫

通常の播種・中耕

自動操舵による播種・中耕

＜新たな営農技術体系の効果（検証結果）＞
①自動操舵システム

経験の有無に関わらず現状と同等の作業が可能
②新型コンバイン

収穫作業の大幅な短縮が可能

現状11.1 h/10a（1人作業） → 検証後1.6 h/10a(2人作業)

約85% ↓

新型コンバインによる収穫作業

各種研修会の周知、生産振興支援等

３



能代地域ねぎ先端技術協議会（秋田県能代市）

１ 産地の概要

＜対象品目＞ ねぎ

＜能代地域ねぎ先端技術協議会 構成と役割＞
・協力生産者（役割：検証ほの設置、技術の実証）
・ＪＡあきた白神（役割：検証ほの設置、技術の検証に係る調整、会計）
・能代市ねぎ課（役割：事務局、ＩＣＴ活用事例収集・紹介）
・山本地域振興局農林部（役割：調査、技術指導、効果分析）

２ 検討体制

＜産地の現状・課題＞

３ 新たな営農技術体系への転換

・能代地域は、県内一の規模を誇るねぎ産地であり、野菜指定産地と
なっている。
・生産規模の拡大により労働力不足が深刻となっており、作業の省力
化と効率化が課題となっている。

＜目指す産地像＞

直進アシストトラクターおよびドローン等省力化、効率化技術の導入
によりねぎ栽培における管理作業の省力化、効率化が進み、労働力
不足が解消される。

＜新たな営農技術体系の効果（検証結果）＞
・直進アシストトラクター：施肥・耕起・作溝作業の精度及び作業性の向上

・ドローン：除草剤散布に係る作業時間が大幅に削減
慣行 30分/10a → 検証後 1分52秒/10a

取組主体 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

普及組織

ＪＡあきた白神

能代市ねぎ課

研修会の開催、技術の検証に係る効果分析

ＩＣＴ活用事例収集・紹介

＜対象地域＞ 能代市

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月

現在の
営農技
術体系

直進アシストトラクター
＋施肥同時溝掘アタッチ

ドローンによる除草剤散布
検証ほの設置、技術の検証に係る調整

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月

新たな
営農技
術体系

ほ場管理作業

防除作業（背負式動力散布機等を使用）

防除作業（ドローンによる省力化）

ほ場管理作業（直進アシストトラクターによる精度向上）

＜新たな営農技術体系の今後の取組内容＞

約９４％↓

・直進アシストトラクターの導入
・ドローンの導入

４



尾花沢市スマート農業推進協議会（山形県尾花沢市）

１産地の概要

＜対象品目＞ 水稲、スイカ

＜尾花沢市スマート農業推進協議会構成員と役割＞

生産者（役割：技術の検証等、協議会事業への協力）
JAみちのく村山（役割：事業協力及び技術指導）
尾花沢市農林課（役割：研修会、技術実証と結果分析）
山形県北村山農業技術普及課（役割：技術指導とデータ収集協力）

２検討体制

＜産地の現状・課題＞

３新たな営農技術体系への転換

・尾花沢市は耕地の大半が中山間地域ではあるが、夏季のスイカ出
荷量日本一（R3 12,000ｔ 作付面積291ha）を誇るスイカの産地で
あり、米作との複合経営農家が多い。

・本市農業の中核をなす小中規模農家は高齢化と後継者不足による
労働力不足が課題となり近年では離農する農家が増えている。（農
林業センサス農業経営体数H27 1,524戸 R2 1,130戸▲25.9％）

・山形県内でも担い手への農地の集積が進んではいるが、耕作耕地
が点在しており、作業効率が低下している。

＜新たな営農技術体系の今後の取組内容＞

＜目指す産地像＞
水稲栽培ではICT技術を活用した農業機械を導入し労働力不足を

サポートし、収益性の向上に伴い後継者の就農を見込む。またス
イカ栽培管理データの農家間の共有を図る仕組みにより技術向上
と高品質なスイカの生産量が確保される。

取組主体 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

生産者

JAみちのく村山

尾花沢市農林課

北村山農業技術普及課

技術の検証及び研修

技術指導及び事業協力

＜対象地域＞ 尾花沢市

水稲 肩掛けの草刈り機による畦畔（傾
斜地）の草刈り作業（併せてスイカ収穫期
との重複）

ラジコン草刈り機による草刈り作業で労力
軽減

水稲 背負式、動噴による農薬散布（併
せてスイカ収穫期との重複）

ドローンの自動航行による農薬散布によ
り労力軽減

水稲 目視による経験に基づく生育診断
と農家個々の追肥の実施

リモートセンシングの導入で、生育診断を
システム化し、取得したデータを次年度の
施肥設定へ反映。

スイカ 近年の気象変動により病害の発
生判断が難しい中、高齢農家や就農した
ての農家に適切な防除（農薬散布等）が
求められる。

気象センサーによる炭そ病発生予察を行
い、予察情報がメール等により農家へ配
信され、適切な防除が行われる。

スイカ 近年の気象変動により、収穫時期
の判断が難しくなっている。

気象センサーによる出荷時期の予測を行
い、メール等により農家に配信され、適切
な収穫が行われる。

現在の営農技術体系 新たな営農技術体系及び効果

技術実証と研修会の開催、結果分析

技術指導及び情報データの収集協力
ドローン自動航行による防除 気象センサーによる出荷時期の予測

５



稲敷地域大規模水田経営協議会（茨城県河内町）

１ 産地の概要

＜対象品目＞ 水稲

＜稲敷地域大規模水田経営協議会構成員と役割＞

・水稲生産者（役割：検証に必要な栽培管理）
・エアービジョンサポート（役割：ドローンによる防除作業の実施等）
・農業総合センター（役割：技術アドバイス）
・稲敷地域農業改良普及センター（役割：検証技術の普及支援、技術アドバ

イス）
・JA稲敷・河内町（役割：防除作業の支援等）

２ 検討体制

＜産地の現状・課題＞

３ 新たな営農技術体系への転換

・当地域では約2,000haで水稲が栽培されるが、近年はカメムシの吸汁
による品質や収量低下などの被害が増加し、大きな問題となっている。
被害軽減のためには、適期（穂揃期）に防除する必要があるが、生産
者の規模拡大に伴う作期分散により、防除適期は地域内でばらつい
ており、慣行の無人ヘリコプターによる一斉防除では、十分な効果が
得られていない。
そこで、栽培管理支援システム（農研機構）を活用した防除適期の予
測とドローンによる機動的・省力的なカメムシ防除等を組み合わせて、
カメムシによる被害軽減を図る。

＜新たな営農技術体系の今後の取組内容＞

＜目指す産地像＞

農地の集積集約を進めた担い手が、防除適期を栽培管理支援システム
によって予測して圃場管理システムで管理し、圃場ごとに防除適期に合
わせた薬剤散布をドローンによって実施することで、水稲の収量減少を
防止できる営農技術体系を確立する。

＜新たな営農技術体系の効果（検証結果）＞

【現状】一斉防除を実施した飼料用米の収量：600kg/10a
→機動的・省力的防除を実施した飼料用米の収量： 660kg/10a

①栽培管理システムを活用した防除適期の予測
②ドローンによる機動的・省力的な防除

取組主体 Ｒ４ R５ Ｒ６

生産者

エアービジョン
サポート

河内町

県（普及センター等）

新たな防除技術の検証・導入

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月

ドローンに関する技術的支援

＜対象地域＞ 河内町

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月

田植え 収穫現在の
営農技
術体系

新たな
営農技
術体系

約１割↑

地域
一斉
防除

田植え 収穫①防除適期
の予測

②機動的・省
力的な防除

新たな防除技術の普及支援

新たな防除技術の普及支援、防除適期予測支援

室内検討におけるディスカッション ドローンによる農薬散布

６



やまなし果樹地域スマート農業推進協議会（山梨県山梨市他１１市町）

１ 産地の概要

＜対象品目＞ モモ、スモモ、オウトウ

＜やまなし果樹地域スマート農業推進協議会構成員と役割＞
山梨大学（役割：環境制御分野に係る指導、助言）
JA全農やまなし（役割：モデル実証ほ場の情報提供、革新計画への助言）
株式会社 YSK e-com（役割：通信・システムに関する手配、技術指導）
山梨県指導農業士会（役割：果樹技術実証ほ場の課題解決への助言）
山梨県普及指導組織（役割：果樹産地振興への助言）

２ 検討体制

＜産地の現状・課題＞

３ 新たな営農技術体系への転換

当地域のモモ、スモモの収穫量は30,700t、5,420tと一大産地となっ
ている。モモやスモモの多くは、傾斜のある狭小なほ場で栽培されて
おり、薬剤防除や除草作業には多大な労力がかることや、品種ごと
に収穫時期が短期間に集中するため、作業労力の分散のため早生
から晩生まで多くの品種を導入しており、それぞれの圃場、品種の作
業の進捗状況等を適切に把握し、適期管理を行う必要がある。

今後の産地維持・発展のためには、管理作業の省力化や、ほ場・
品種ごとの作業管理の効率化を進める必要があるが、果樹栽培にお
いては他品目に比べてスマート農業技術の開発や導入が進んでい
ないのが現状である。

＜新たな営農技術体系の今後の取組内容＞

＜目指す産地像＞

露地栽培や施設栽培において、高品質化、省力化・低コスト化に向
けた技術の開発と普及に加え、ＩｏＴ等を活用したスマート農業の導入
により、生産農家の収益の更なる向上を図り、経営安定を実現する
ことで、今後も維持・発展していく活力ある産地を目指す。

＜新たな営農技術体系の効果（検証結果）＞

無人防除機による農薬散布とアシストスーツによる省力化

環境センシングシステムによる圃場のリアルタイム環境状態把握

取組主体 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

山梨大学

株式会社 YSK 
e-com

普及指導組織

環境制御分野に係る指導、助言

通信・システムに関する手配、技術指導

＜対象地域＞ 山梨県

月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

環境センシングシステム
の設置

無人防除機とアシストスーツの現地
検討会の様子

果樹産地振興への助言、技術の普及

受粉・摘果・袋かけ

農薬散布

肥料まき

現在の
営農技
術体系

収 穫

月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

受粉・摘果・袋かけ

無人防除機による農薬散布

アシストスーツでの
肥料まき

新たな
営農技
術体系

アシストスーツでの収穫

② 収穫出荷・肥料まき → アシストスーツ導入
① 農薬散布 → 無人防除機導入

③ 圃場の環境状態 → 環境センシングシステム導入

環境センシングシステムによる圃場状態把握とデータ化

農薬被爆回避と疲労軽減

作業管理の効率化

７



伊那市スマート農業推進協議会（長野県伊那市）

１ 産地の概要

＜対象品目＞ 水稲・小麦

＜伊那市スマート農業推進協議会構成員と役割＞
農事組合法人田原（実証圃場の提供、管理）、 （株）関東甲信クボタ
（実証の実施支援及び技術指導）、長野県上伊那農業農村支援セン
ター・長野県農業試験場（実証試験・調査の計画、技術指導、成果の
取りまとめ及び普及）、伊那市（協議会事務局及び成果の普及）、上
伊那農業協同組合（実証の実施支援及び成果の普及）、信州大学農
学部（実証の実施支援及び技術指導）

２ 検討体制

＜産地の現状・課題＞

３ 新たな営農技術体系への転換

・伊那市の人口は平成7年をピークに緩やかに減少し、昭和55年に
17.8％を占めていた第1次産業（主に農業）の就業人口は、平成27年
には9.1％になっている。面積は県内で3番目に広い（667.93㎢）。
・中山間地域のため小区画の圃場が多く、効率的な農作業の導入が
難しい状況である。また高齢化による引退により、技術の継承がうま
くいかないことが課題である。
・いくつかの農業者は、スマート農業技術を導入し、余剰時間を生み
出し、収益性の高い園芸作物を取り入れた優良経営モデルの実現に
取り組んでいるが、他の経営体への普及が課題である。

＜新たな営農技術体系の今後の取組内容＞

＜目指す産地像＞

農事組合法人田原がこれまでに取り組んできた、自動給水栓、ド
ローンについてさらなる技術向上に取り組み、さらに自動田植機の
実証を行い、横展開し普及することで、将来にわたって継続できる中
山間地域での優良経営モデルづくりを目指す。

＜新たな営農技術体系の効果（検証結果）＞
○水稲殺虫剤散布において

現状 背負い式動力散布機6分38秒 → ドローン2分17秒
○自動運転田植機の導入により、条間、１株当たり本数、株間

の安定が見られた。
〇自動給水栓による水管理で、除草剤の効果が安定することが

確認できた。

ドローン、自動運転田植機、
自動給水栓 導入

取組主体 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

県農業試験場、上
伊那農業農村支

援センター

ＪＡ上伊那

伊那市

技術の確立、技術支援、補助事業活用支援

技術の確立、技術支援、情報提供

＜対象地域＞ 伊那市

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

水稲殺虫
剤散布

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

現在の
営農技
術体系

新たな
営農技
術体系

ドローン
殺虫剤散布

約65％↓

実証試験の実施第1回体験会（自動運転田植機） 第2回体験会（ドローン）

小麦殺菌
剤散布

ドローン
殺菌剤散布

田植

自動運転
田植機

見回りによる水管理

自動給水栓による水管理
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おやさいスマート農業推進協議会（静岡県牧之原市）

１ 産地の概要

＜対象品目＞ 青ネギ

＜おやさいスマート農業推進協議会構成員と役割＞
・生産者

（役割：スマート技術の現地導入、経営効果の検証）
・静岡県志太榛原農林事務所

（役割：スマート技術の導入推進、経営支援）
・牧之原市役所

（役割：スマート農業技術導入のための事業実施支援）

２ 検討体制

＜産地の現状・課題＞

３ 新たな営農技術体系への転換

・ 産地では水田裏作の露地野菜栽培が盛んで、冬季農作物の収穫
作業に従事する労働者が不足

・ 水田裏作のため土壌肥沃度調査が必要だが、土壌分析に要する
労力が大きく、分析作業の簡略化が求められる

・ 産地では、水田裏作でレタスを生産する農家が多く、青ネギ栽培用
圃場の確保が難しく、市外への圃場展開も必要

・ 労働力不足を解消するため、省力化技術が必要

＜新たな営農技術体系の今後の取組内容＞

＜目指す産地像＞

定植から防除、収穫にわたって、スマート農機による省力化一貫体系
を構築し、農作業の効率化・労働時間や人件費の削減を図る。

取組主体 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

生産者

静岡県志太榛
原農林事務所

牧之原市役所

＜対象地域＞ 静岡県牧之原市

・スマート農機機械の改良と試験の検討
・経営効果の検証

スマート農業技術導入のための事業実施支援

経営支援、スマート農業技術導入のための支援

収穫機の改良試
作機完成と導入

土壌分析技術 → ﾘｱﾙﾀｲﾑ土壌ｾﾝｼﾝｸﾞ導入
ほ場準備 → 自動操舵トラクターの導入
収穫技術 → 自動収穫機の導入

＜新たな営農技術体系の効果（検証結果）＞
・土壌分析〔現状〕 結果までに１週間以上、圃場内のばらつき見えない

→当日に結果取得、ばらつき見える化が期待される。
・収穫作業〔現状〕手作業を主体とした収穫

→産地・作型に適した自動収穫機の導入により、収穫作業の省力化が期待できる。

分析時間７割以上減

5月 6月 7月 ８月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

現在の
営農技
術体系

ネギ周年栽培：土壌分析・ネギ育苗・定植・施肥・防除・収穫

従来法の土壌分析（土壌採取⇒室内分析）、半自動定植機による定植作業
肥料散布機や手での施肥、半自動収穫機や鎌による手作業での収穫

5月 6月 7月 ８月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

新たな
営農技
術体系

ネギ周年栽培：土壌分析・ネギ育苗・定植・施肥・防除・収穫

・ﾘｱﾙﾀｲﾑ土壌ｾﾝｼﾝｸﾞ導入による分析省力化、栽培直後の畝を残したままでの分析
・半自動移植機による定植作業
・自動操舵トラクターによる圃場準備・管理、自動収穫機による収穫

ﾘｱﾙﾀｲﾑ土壌ｾﾝｼﾝｸﾞの試験 自動収穫機の現地試験
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ＪＡとぴあ浜松スマート農業推進協議会（静岡県浜松市）

１ 産地の概要

＜対象品目＞ 馬鈴薯、キャベツ

＜JAとぴあスマート農業推進協議会構成員と役割＞
・生産者（役割：スマート技術の現地導入、経営効果の検証）
・ＪＡとぴあ浜松、ＪＡ静岡経済連（役割：技術支援、情報発信、中心的経

営体への農地集積、スマート農機導入を前提とした農地整備の推進）
・静岡県西部農林事務所（役割：スマート技術の導入推進、経営支援、

中心的経営体への農地集積、スマート農機導入を前提とした農地
整備の推進）

２ 検討体制

＜産地の現状・課題＞

３ 新たな営農技術体系への転換

・ 産地では高齢化が進み、生産者数は年々減少。一方、大口・若手農
家を中心に１人当たり栽培面積は増加傾向で、作業の省力化が必要

・ 住宅地と混在した農地も多く、防除等の農作業で住民への配慮も
必要で、効率的に防除効果を得るスマート農業技術の検討が必要。

・ 国が推進するシストセンチュウ抵抗性品種について、情報収集を
行っており、これら品種の特性に適した土壌、施肥条件を把握する
必要がある。

＜新たな営農技術体系の今後の取組内容＞

＜目指す産地像＞

裏作のキャベツも含めて、スマート農機による機械化一貫体系を構築し、
農作業の効率化・労働時間や人件費の削減を図る。

取組主体 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

生産者

JAとぴあ浜松
JA静岡経済連

静岡県西部農
林事務所

＜対象地域＞ 静岡県浜松市

・スマート農機機械化一貫体系の検討
・経営効果の検証 品種選定

導入推進、経営支援、農地集積・整備推進

・技術支援、作業請負規定の作成支援、
・情報発信、農地集積・整備推進

機械化一貫
体系導入

ほ場準備・定植技術→ﾘｱﾙﾀｲﾑ土壌ｾﾝｼﾝｸﾞ・可変施肥機
直進アシストトラクター・全自動移植機導入

ほ場管理技術 →ドローン導入
収穫技術 →機械収穫・収穫予測技術導入

5月 6月 7月 ８月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

新たな
営農技
術体系

・自動潅水
・直進ｱｼｽﾄﾄﾗｸﾀｰ
・可変施肥機
・自動移植機

・自動堀り
取り機

馬鈴薯
防除・収穫

馬鈴薯
防除

馬鈴薯定植・施肥

＜新たな営農技術体系の効果（検証結果）＞
・畝立て・定植〔現状〕 管理機・半自動移植機３人→直進ｱｼｽﾄﾄﾗｸﾀｰ・全自動移植機１～２人
・防除〔現状〕手散布２人→ドローン２人・労働強度軽減、労働時間削減
・収穫〔現状〕１圃場につき複数人を複数回→回数と人員半減 作業人員等約５割↓

ｷｬﾍﾞﾂ準備
育苗・施肥・移植 ｷｬﾍﾞﾂ防除 キャベツ収穫

・ﾘｱﾙﾀｲﾑ
土壌ｾﾝｼﾝｸﾞ

ドローンに
よる散布

・直進ｱｼｽﾄﾗｸﾀｰ
・自動移植機
・可変施肥機

5月 6月 7月 ８月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

現在の
営農技
術体系

馬鈴薯
防除・収穫

馬鈴薯
防除

馬鈴薯定植・施肥キャベツ準備
育苗・移植・施肥 ｷｬﾍﾞﾂ防除 キャベツ収穫

半自動定植機での定植、手散布等での薬剤散布、半自動堀取り機や手での収穫

経験と勘による栽培管理

馬鈴薯準備

馬鈴薯準備

・ドローンによる
散布

・収穫予測技術
・ﾘｱﾙﾀｲﾑ土壌
ｾﾝｼﾝｸﾞ

ﾘｱﾙﾀｲﾑ土壌ｾﾝｼﾝｸﾞの様子 ドローンによる防除作業
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白根地区施設野菜ICT推進協議会（新潟県新潟市）

１ 産地の概要

＜対象品目＞ きゅうり

２ 検討体制

＜産地の現状・課題＞

３ 新たな営農技術体系への転換

・生産者56名、作付け延べ面積12ha（共販用）、新潟県産きゅうり出荷
額の４割を占める県内１位の産地。
・作型は、３月下旬～６月下旬収穫の半促成（加温）作型と、９月上旬
～１１月中旬収穫の抑制作型で構成。
・冬季の寡日照により年間収量が20ｔ/10a以下と低く、収量向上が課題。

＜新たな営農技術体系の今後の取組内容＞

＜目指す産地像＞

ハウスの環境制御技術が産地に拡大・定着し、モニタリングによる
栽培管理が普遍化、収量向上と生産安定が実現される。

＜新たな営農技術体系の効果（検証結果）＞

モニタリングに基づく管理
現状 0ha→ 令和４年度 0.5ha→ 令和６年度 2.0ｈａ

＜対象地域＞ 新潟市南区

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

現在の
営農技
術体系

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

新たな
営農技
術体系

半促成（加温）作型 抑制作型

経験と勘に基づいた栽培管理・整枝栽培

環境制御技術マニュアルの作成

取組主体 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

生産者

ＪＡ新潟かがやき

新潟普及指導センター

環境モニタリングの実践

若手生産者の技術向上を目指した園芸参入塾の開催

実証ほの設置・運営

病害虫・発生予察調査の実施(１作型５回)

園芸参入塾 モニタリング検討会

構成員 役 割

生産者 先端技術の検討・導入

ＪＡ新潟かがやき
しろね北アグリセンター

協議会運営支援、産地との連絡調整

新潟県
新潟農業普及指導センター

新たな営農技術体系技術定着、若手生
産者の技術習得支援

＜白根地区施設野菜ICT推進協議会構成員と役割＞

半促成（加温）作型 抑制作型

モニタリング機器で測定した環境データを栽培管理に即時活用
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三里浜砂丘地営農推進協議会（福井県坂井市）

１ 産地の概要

＜対象品目＞ ニンジン

＜三里浜砂丘地営農推進協議会構成員と役割＞
浜四郷園芸組織協議会ニンジン専門部会（スマート農機等の実証）
JA福井県（実演会や研修会等を通じた技術普及）
坂井市、三里浜砂丘地農業支援センター（事務局）
坂井農林総合事務所（実証結果分析、新たな営農体系の確立・普及）

２ 検討体制

＜産地の現状・課題＞

３ 新たな営農技術体系への転換

・ニンジンの安定生産には苗立ち率の確保が重要となるが、近年、猛
暑による高温干ばつ、台風等による飛砂の影響で、苗立ち率の低下
や生育の不揃い等が顕著となり、収量や品質が安定しておらず、効
率的な機械化体系確立の阻害要因となっている。
・効率的な機械化体系に適応した生育の斉一化技術の確立のために
は、新たなかん水方法、かん水作業の省力化、生育環境データの見
える化が不可欠である。

＜新たな営農技術体系の今後の取組内容＞

＜目指す産地像＞

・生育環境モニタリングや自動かん水システム等により作業負担が
軽減、省力的かつ効率的な機械化体系が確立され、気候変動下で
の収量および品質が向上し、ニンジンの産地拡大が実現。

＜新たな営農技術体系の効果（検証結果）＞
出芽率25％増加
出芽斉一化のための圃場整備技術を確立

自動かん水システム、直進アシスト
トラクター、ICTブルの導入

取組主体 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

技術導入収支モデル
の作成

スマート農機
実演
技術体系の検討

＜対象地域＞ 坂井市

7月 8月 9月 10月 11月 12月~

圃場準備 播種 収穫

7月 8月 9月 10月 11月 12月~

現在の
営農技
術体系

新たな
営農技
術体系

土壌水分センサーを活用した
自動かん水装置

スマート農機実演会

・集中管理方式によるスプリンクラーかん水
・管理機等による播種

播種 収穫圃場準備

・土壌水分センサーによる自動潅水装置に
よる適期適量かん水
・直進アシストトラクターによる播種
・ICTブルによる圃場の均平化

福井県

JA福井県

ハード整備支援・スマート技術の普及

技術体系の評価
・再構築

技術利活用の提案・スマート技術の普及

坂井市・三里浜砂
丘地農業支援ｾﾝﾀｰ
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①可変施肥機能田植機 ②自動操舵機能トラクター
③乗用管理機（スマート追肥システム）
④収量コンバイン

敦賀市農業再生協議会（福井県敦賀市）

１ 産地の概要

＜対象品目＞ 水稲、キャベツ

＜敦賀市農業再生協議会構成員と役割＞
・敦賀市農業委員会
・敦賀市認定農業者協議会
・ＪＡ福井県各部会 （役割：検証の成果等の普及・
・敦賀市農家組合長連絡協議会 情報発信）
・福井県農業共済組合
・福井県農業協同組合 （役割：協議会代表者・本事業総括）
・福井県嶺南振興局二州農林部 （役割：技術的支援・指導）
・敦賀市産業経済部 （役割：協議会運営・本事業事務）

２ 検討体制

＜産地の現状・課題＞

３ 新たな営農技術体系への転換

・敦賀市の生産面積は、水稲409ha、野菜51ha、花き1ha、果樹24ha。
生産者数は、個人351経営体、団体経営(任意組織)3経営体、法人経
営2経営体である。現在、土地改良事業により大規模圃場が整備さ
れているところである。
・生産者の高齢化や後継者不足による本市の生産力の低下が懸念
され、担い手の育成が必要である。また、土地改良事業で現在整備
中の圃場の大規模化を契機とした作業の効率化及び農業経営の安
定が求められる。

＜新たな営農技術体系の今後の取組内容＞

＜新たな営農技術体系の効果（検証結果）＞
・トラクタ操作 熟練者同等の作業速度で未熟練者でも作業可能
・田植+追肥 【現状】施肥量：240㎏/1ha ↓

【可変施肥+追肥システム】施肥量：180㎏/1ha

取組主体 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

県嶺南振興局
二州農林部

敦賀市、
JA福井県

スマート農業機械の情報収集・実演・普及推進

スマート農業機械の情報収集・紹介・実演・活用支援

＜対象地域＞ 敦賀市

月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

耕起・代かき

乗用田植え

畦畔除草

追肥 収穫

月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

現在の
営農技
術体系

新たな
営農技
術体系

約３割↓

検討会の様子 現地検証の様子

＜目指す産地像＞

土地改良事業により大規模圃場が整備される敦賀西部地区にお
いて、自動操舵機能等スマート農業技術を導入し、大規模圃場にお
ける効率的農業経営のロールモデルを目指す。また、そのロールモ
デルを発信することで、本市の他地区においても、農地の集約化とス
マート農業技術が普及し、農作業の効率化・省力化を図る。

畦畔除草

（キャベツ） 耕起・中耕・培土

③乗用管理機
（スマート追肥

システム）

（キャベツ）

④収量
コンバイン

②自動操舵
機能トラクター

①可変施肥機能
田植機

自動操舵機能トラクター

13



ひるがの高原だいこんスマート農業研究会（岐阜県郡上市）

１ 産地の概要

＜対象品目＞ だいこん

直進アシスト機能付き
トラクタによる畝立て実証

＜ひるがの高原だいこんスマート農業研究会構成員と役割＞
株式会社 エスタンシア （役割：研究会代表、実証調査ほ場管理）
めぐみの農業協同組合 （役割：調査協力、生産組合への成果波及）
郡上市 （役割：実証調査の実施支援ならびに成果の波及）
郡上農林事務所 （役割：実証調査の計画、実施、結果の分析、波及）

２ 検討体制

＜産地の現状・課題＞

３ 新たな営農技術体系への転換

郡上市高鷲町のひるがの高原だいこん生産出荷組合は、生産者数
22名、栽培面積77ha、販売金額4億7千万円（令和2年産実績）となっ
ている。

令和元年度までは、外国人技能実習生を雇用し大規模生産を行っ
てきたが、新型コロナウイルスの影響により外国人の雇用に代わって、
地場産業である観光業などから労働者を雇う方針に転換している。ま
た、作業の機械化を積極的に進める中で、農家1戸あたりの経営規模
は拡大しており、雇用労力への依存度も高まっている。

このような中、新たに雇用した者が、即戦力として機械作業等やだい
こんの生育管理ができる技術を早期に習得することが重要であるが、
栽培するほ場の形状や傾斜、土質が異なるため、機械作業や生育管
理技術の習得に時間を要することが問題となっている。

＜新たな営農技術体系の今後の取組内容＞

＜新たな営農技術体系の効果（検証結果）＞
現状 耕起11.4a/h、畝たて11.3a/h、防除60.0a/h (ベテラン作業者)

→耕起11.2a/h、畝たて10.3a/h、防除57.5a/h (経験の浅い作業者)
作業経験の浅い作業者でも、ベテラン作業者と同等の作業が可能

取組主体 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

株式会社
エスタンシア
めぐみの

農業協同組合

郡上市

郡上農林事務所

＜対象地域＞ 岐阜県郡上市

４月 ５月 ６月 ７月 8月 9月 10月 11月

現在の
営農技
術体系

＜目指す産地像＞

スマート農業機械の導入により、未経験の雇用者でもベテラン並みの
作業精度が確保され、作業の効率化に伴い規模拡大による経営の安
定化を図る。

耕起・畝たて

防除

収穫

直進アシスト機能付きトラクタ
＋GPS車速連動施肥機導入

自動運転トラクタ導入
自動操舵乗用管理機導入

４月 ５月 ６月 ７月 8月 9月 10月 11月

新たな
営農技
術体系

スマート農業機械実証、作業性検証

調査協力、生産組合への成果の波及

実証調査の支援、成果の波及

実証調査の計画、実施、結果の分析、波及

自動運転トラクタによる耕起

収穫

直進アシスト機能付きトラクタ
＋GPS車速連動施肥機による畝たて

自動操舵＋ガイダンスシステム乗用管理機による防除

慣行トラクタと自動運転トラクタ
による畝立て精度、時間比較
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月 ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３

美濃加茂市堂上蜂屋柿産地振興協議会（岐阜県美濃加茂市）

１ 産地の概要

＜対象品目＞ 堂上蜂屋柿

無人防除機による
防除風景

＜美濃加茂市堂上蜂屋柿産地振興協議会 構成員と役割＞

堂上蜂屋柿振興会（マニュアル内容検証、後継者・ほ場情報収集）
美濃加茂市役所（マニュアル用データ収集・検証、組織支援）
めぐみの農業協同組合（マニュアル用データ収集・検証、組織支援）
可茂農林事務所農業普及課（マニュアル用データ収集、技術指導）

２ 検討体制

＜産地の現状・課題＞

３ 新たな営農技術体系への転換

＜新たな営農技術体系の今後の取組内容＞

＜新たな営農技術体系の効果＞

・防除作業受託面積：現状（Ｒ３）０ａ → （Ｒ４、Ｒ５）１０ａ → （Ｒ６）１５ａ
・栽培・加工加工技術マニュアルを作成することで、言葉や文字で伝

えにくい技術を次世代に伝統技術を継承できる。

無人防除機導入

加工技術マニュアル用
動画の撮影

スマートグラス導入

取組主体 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6

堂上蜂屋柿振興会

めぐみの農業協同組合
美濃加茂市役所

可茂農林事務所
農業普及課

マニュアル内容検証、後継者への技術指導等

マニュアル用データ収集・検証、作業受託組織支援等

＜対象地域＞ 美濃加茂市蜂屋町

摘蕾

防除

摘果 収穫・加工

月 ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３

現在の
営農技
術体系

新たな
営農技
術体系

無人防除機による防除の実証

・岐阜県認証「飛騨・美濃伝統野菜」の蜂屋柿を使い、美濃加茂市で作ら
れている干し柿は「堂上蜂屋柿」と呼ばれ、1000年以上の歴史を持ち、
地理的表示(GI)保護制度にも登録されており、贈答品として高く評価され
ている。
・蜂屋町では６０戸、約１０haで蜂屋柿が生産されているが、一戸当たり
の平均面積は１７ａと小さく、傾斜地であったり、植栽間隔が狭い場所が
あるため、乗用防除機（SS）による防除作業ができないほ場が多い。
・また、動力噴霧器による防除では長いホースを取りまわす必要があり、
高齢化の進む農家にとって大きな労働負担となっている。
・上記により防除作業が適期に行えない生産者も多く、病害虫の発生に
よる収量の減少や品質の低下が発生している。
・世代交代に伴い、伝統的な加工技術が途絶える心配がある。

＜目指す産地像＞

・蜂屋柿生産において特に重労働な病害虫防除の省力化とともに、
作業受託システムの構築を行うことで、生柿の生産量・干柿の販売
量増を目指す。
・伝承されるべき技術を映像化し、加工技術の継承を図る。

マニュアル用データ収集、後継者への技術指導等

栽培・加工技術マニュアル用データ収集

剪定

摘蕾 摘果 収穫・加工 剪定
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スイートピー生産供給力向上協議会（愛知県田原市）

１ 産地の概要

＜対象品目＞ スイートピー

＜スイートピー生産供給力向上協議会構成員と役割＞
・田原市スイートピーヒートポンプ利用研究会

（スマート機器を使った栽培管理の実証、革新計画の策定）
・愛知みなみ農業協同組合
（協議会事務局、検討会の開催、革新計画の策定）

・愛知県東三河農林水産事務所田原農業改良普及課、農業総合試験
場普及戦略部技術推進室

（栽培指導、実証内容の分析、革新計画の策定）

２ 検討体制

＜産地の現状・課題＞

・スイートピーは栄養成長と生殖成長が同時に進行するため、細かなか
ん水管理、温湿度管理によって収量や品質が左右されるが、その管理
は経験に頼るところが多く、農家間での差が見られる。

・近年の春や秋の気温上昇により品質低下、花シミの発生、落蕾の発生
が増加しており、そのための対策としてヒートポンプ等の新たな環境制御
装置の導入を検討する農家もいるが、マニュアルがなく試行錯誤してい
る。

３ 新たな営農技術体系への転換

＜新たな営農技術体系の今後の取組内容＞

＜目指す産地像＞

生産者がスマート機器（ヒートポンプ、環境モニタリング装置等）を使い、
数値に基づいた高度な環境制御を行う。これにより環境ストレスを減らし、
高品質栽培と出荷量の増加を実現する。

＜新たな営農技術体系の効果（検証結果）＞11～12月出荷実績
・Ｌ規格以上本数 【現状】111,600本→122,700本
・総出荷本数 【現状】125,500本→148,700本

ヒートポンプ等環境制御機器の導入
環境モニタリング装置の導入

取組主体 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

ヒートポンプ利用研
究会

JA愛知みなみ

県田原農業改良
普及課

栽培管理指標に基づく、環境制御技術の実践と技術向上

栽培管理指標に基づく栽培指導、勉強会の開催

＜対象地域＞ 田原市

９月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

経験に基づいた栽培管理

燃焼式暖房機による暖房

９月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

現在の
営農技
術体系

新たな
営農技
術体系

燃焼式暖房機による暖房

ヒートポンプによ
る夜間冷房

ヒートポンプによる夜間暖房補助
ヒートポンプによる除湿

１０％向上↑

ヒートポンプによる冷房・除湿 環境モニタリング装置

経験＋環境モニタリングに基づいた栽培管理

１８％向上↑

新規導入者への栽培管理指標の理解推進、指標の改善
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環境モニタリング機器の導入

＜ＪＡあいち中央ハウスいちじく協議会構成員と役割＞
・ＪＡあいち中央いちじく部会（実証ほ場の管理、技術の評価）
・ＪＡあいち経済連（検討会・検証への参画、技術普及推進への協力）
・ＪＡあいち中央 （検討会の開催、実証結果の分析、事務局）
・愛知県西三河農林水産事務所農業改良普及課
・愛知県農業総合試験場
（進行管理、栽培指導、実証結果の分析、技術の評価、技術普及推進）

ＪＡあいち中央ハウスいちじく協議会（愛知県安城市、碧南市）

１ 産地の概要

＜対象品目＞ ハウスいちじく

２ 検討体制

＜産地の現状・課題＞

・ＪＡあいち中央いちじく部会の部会員１５７戸のうちハウスイチジク生産者
は２２戸３２９ａ。出荷量は６８ｔ（Ｒ３年産）である。

・イチジク専作で農業収入８００万円を目指すためには、露地イチジクとハ
ウスイチジクの周年栽培が必須である。

・ハウスイチジクの栽培管理は、生産者個人の経験や知識に依存してお
り、技術に差が見られる。生産者個人の経験と勘に頼った栽培管理から
の脱却管理のため、ハウス栽培管理（温度・かん水）とハウス環境データ
の相関を見える化し、栽培技術の高位平準化とハウス環境データを基に
した栽培管理技術体系作りが急務である。

３ 新たな営農技術体系への転換

＜新たな営農技術体系の今後の取組内容＞

＜目指す産地像＞

実証で得られたハウス栽培の温湿度等の管理指標に基づく栽培管理が
行われる。 環境モニタリング機器の導入により、栽培初心者でもハウス内
環境データに基づいた栽培管理と技術改善ができ高品質安定生産が実現
できる。既存の生産者では、環境モニタリング機器により、問題点の把握と
解決が図られる。 継続的な環境モニタリング調査によりハウス内環境デー

タと生育状況から、ハウス栽培管理指標の精度を高め、ハウス栽培の産地
全体のレベルアップにつなげる。

＜新たな営農技術体系の効果（検証結果）＞

現状 管理指標なし →ハウス栽培の温湿度、かん水管理指標の作成

○○○技術

取組主体 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

愛知県
農業改良普及課

ＪＡあいち中央
ＪＡあいち経済連

ハウスいちじく生産者

ハウス栽培管理指標のブラッシュアップ
モニタリング結果に基づく指導、研修会による集団指導

環境モニタリング機器の運用、研修会開催

＜対象地域＞ 安城市、碧南市

11月 12月 １月 ２月 ３月 4月

経験と勘による温湿度・かん水等の栽培管理

11月 12月 １月 ２月

現在の
営農技
術体系

新たな
営農技
術体系

環境モニタリング機器によるハウス環境の把握
環境指標に基づく栽培管理

第５回検討会議の様子
モニタリング本体（『はかる蔵』）

モニタリング機器によるハウス内環境の把握と
栽培改善、栽培管理指標に基づく管理
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9月 10月 11月 12月 1月 2月 ～5月

9月 10月 11月 12月 1月 2月 ～5月

伊勢いちごスマート農業研究会
（三重県伊勢市、鳥羽市、熊野市、志摩市、玉城町、度会町、大紀町、紀北町、御浜町）

１ 産地の概要

＜対象品目＞ イチゴ

＜伊勢いちごスマート農業研究会の構成員と役割＞
・生産者（役割：実証圃場の設置・管理、実証データの記録・提供）
・伊勢農業協同組合（役割：実証データの集約、研究会運営支援）
・伊勢志摩地域農業改良普及センター、紀州地域農業改良普及センター

（役割：関係者との調整、実証データの解析、技術支援、計画策定支援）

２ 検討体制

＜産地の現状・課題＞

３ 新たな営農技術体系への転換

当産地では、高設栽培や暖房機、炭酸ガス発生機等の導入、三重県
育成の多収品種「かおり野」の導入を進めるなど、生産力の向上に取り
組んできたが、近年、単収は頭打ちし、生産者間でも３ｔ/１０ａ～７ｔ/１０ａ
程度まで単収にばらつきがある。

また、新規就農者については、資材の高騰など経営環境は厳しさを増
しており、経営安定のため、早期の技術習得が必要となっている。

そのため、技術力の高い生産者の栽培技術をデータにより見える化し、
栽培技術の高位平準化を図るとともに、収量の高い生産者においても、
収量・品質のさらなる向上が求められている。

＜新たな営農技術体系の今後の取組内容＞

＜目指す産地像＞

経験に基づき実施している栽培管理について、環境測定装置を導入し、
ハウス内の環境・生育・収量のデータを分析し、生産者ごとに収量・品質
目標に応じた栽培管理を実践・検証することで、栽培技術の高位平準化
と新たな栽培技術体系を構築する。

＜新たな営農技術体系の効果（検証結果）＞

【現状】経験に基づく栽培管理→ 環境データと生育調査に基づく栽培管理
※研究会と産地全体の単収比較

環境測定装置の導入

取組主体 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6

生産者

JA

普及組織

データを活用した栽培管理技術の実証

データを活用した栽培管理技術の構築・検証・普及

＜対象地域＞ 伊勢市、鳥羽市、熊野市、志摩市、玉城町、度会町、
大紀町、紀北町、御浜町

定植

経験に基づく栽培管理

収穫現在の
営農技
術体系

新たな
営農技
術体系

増収効果5%↑※

現地研修会 検討会

ハウス内の環境データと生育調査に基づく栽培管理

研究会の運営支援

育成

定植 収穫育成
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